様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２０年１月１２日
　
　　経済産業大臣　殿

　（ふりがな）とうきゅうふどうさんほーるでぃんぐすかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称　　　　　　　  東急不動産ホールディングス株式会社
（ふりがな） 　　　　　　　　　　　　　　 にしかわ　ひろのり　
（法人の場合）代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　西川　弘典　　印
住所　　〒１５０－００４３　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　東京都渋谷区道玄坂一丁目２１番１号渋谷ソラスタ
法人番号　　　　　　　　　　　　　２０１１００１０９６９３３　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東急不動産ホールディングス 2020統合報告書

	公表日
	２０２０年１０月１５日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・弊社ホームページ上にて公表。
・ＵＲＬ：https://www.tokyu-fudosan-hd.co.jp/ir/library/pdf/integratedreport_2020.pdf
・「東急不動産ホールディングス 2020統合報告書」内、トップメッセージ（１８～１９ページ）に記載。

	記載内容抜粋
	・現在は、予測不可能な要素に満ちたVUCAの時代であること、また不動産テックの進化などにより、今後、異業界のプレイヤーが競合になることを認識。
・デジタルネイティブ世代が今後社会の中心となり、価値観の多様化や個別最適化が進むと人的営業力やリアルなネットワークの強みを持っている不動産業界は大きな影響を受ける。画一的な商品・サービスの提供から、より一人一人の顧客のニーズに合ったサービス提供に変わっていかなければならない。
・弊社の価値創造を象徴するキーワードは、新しい住まい方、新しい働き方、新しい過ごし方の提案を通じて、さまざまな社会課題の解決に取り組む「ライフスタイル創造」。ライフスタイル創造は、3つのフェーズで継続的に進化。不動産というハコを起点にビジネスを展開した「ライフスタイル創造1.0」を経て、ハコを活かしたソリューションを提案する「ライフスタイル創造2.0」。そして今、当社は、住む・働く・過ごすという垣根を超えて、あらゆる生活シーンを融合させていく「ライフスタイル創造3.0」の実現を目指す。
・「ライフスタイル創造3.0」を追求することは、お客さまの体験価値を高めることであり、ＤＸはそのために有効な手段。今後はグループ内のデータ活用やスマートシティなどでの取り組みを通じて、フィジカルなハコである不動産にデジタルを用いた付加価値の創出を目指す。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書発行にあたり、弊社所定稟議手続きを実施。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東急不動産ホールディングス 2020統合報告書


	公表日
	２０２０年１０月１５日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・弊社ホームページ上にて公表。
・ＵＲＬ：https://www.tokyu-fudosan-hd.co.jp/ir/library/pdf/integratedreport_2020.pdf
・「東急不動産ホールディングス 2020統合報告書」内のトップメッセージ（１９ページ）に記載。

	記載内容抜粋
	・ＤＸ戦略として、「デジタル活用による業務効率化」「お客さま接点のデジタル化」「デジタルによるビジネスモデル変革」　を三位一体で推進。
・施策だけでなく、組織構造・風土までを含む企業全体の革新を図る取り組みまで含めてＤＸ戦略と定義。
・弊社の特色は、お客さまとの接点を長期にわたり豊富に有している点。この強みを活かして、グループ内に集積するデータを活用し、営業効率・業務効率の向上を図るとともに、グループ横断的なビジネスモデル変革を促すことで、企業価値の向上を実現。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書発行にあたり、弊社所定稟議手続きを実施。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・「東急不動産ホールディングス 2020統合報告書」内のトップメッセージ（２０ページ）に記載。

	記載内容抜粋
	・ＤＸ担当取締役のもとＤＸ専任組織（ＤＸ推進室）を設置。経営企画やＩＴ部門と有機的に連携を図りながらＤＸを推進。
・ＤＸは現場部門と一体で進めることが肝要なため、各事業会社の担当者が参加するグループ横断組織を立ち上げ、情報共有会やテーマ別分科会を通じて、円滑なＤＸ推進を企図。
・人財育成・確保については、ＤＸ人財に必要な能力を「既存事業の知見をもとに、新しいデジタル技術を起点としたビジネスデザインを作り出すこと」と定義し、社内研修やＤＸに関する情報発信を実施。中途採用の強化も含め、人財への投資を推進。
・ＤＸ推進には、社外との共創も重要なため、CVC（Corporate VentureCapital）を通じた投資によるベンチャー企業との共創関係を構築。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・「東急不動産ホールディングス 2020統合報告書」内のトップメッセージ（２０ページ）に記載。

	記載内容抜粋
	・ＤＸ推進においては、社内ＩＴ 基盤の整備・強化を実施することも重要。
・経済産業省がＤＸレポートで示した「2025年の崖」問題を見据え、既存システムを評価、必要に応じて更新し、データの可視化と利活用ができるプラットフォームの構築を目指す。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東急不動産ホールディングス 2020統合報告書


	公表日
	２０２０年１０月１５日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・弊社ホームページ上にて公表。
・ＵＲＬ：https://www.tokyu-fudosan-hd.co.jp/ir/library/pdf/integratedreport_2020.pdf
・「東急不動産ホールディングス 2020統合報告書」内の価値創造戦略（３１～４３ページ）に記載。

	記載内容抜粋
	・弊社は「中期経営計画 2017-2020」策定時に当社が取り組むべきマテリアリティ（重要な社会課題）を選定。その選定されたマテリアリティの一つが「IoT／イノベーション」。
・当該マテリアリティにおける当社の社会的価値（アウトカム）を「デジタル社会の実現」と設定、本中期経営計画期間中、当社は選定したマテリアリティを意識し、全セグメントにおいて、事業を推進。
・該当ページに各セグメントの取り組みが記載、各セグメントにおいて「IoT／イノベーション」に関する取り組みの達成実績が存在。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①２０２１年１月６日
②２０２０年１２月３日
③２０２０年１０月１９日

	発信方法
	・メディアを通した発信
（不動産経済通信、週刊新潮、日経新聞本紙）

	発信内容
	①不動産経済通信内の年頭所感にて、弊社が有する顧客接点を管理業・運営業・小売業を中心にデジタル化で当社の強みにすることを発信。
②週刊新潮内の対談にて、「コロナ禍での弱点はＤＸで強みに変える」と題し、コロナ禍の下で進むデジタル化では弊社が有する顧客接点は、より重要となるとの認識を明示。弊社が持つ多くの顧客接点から獲得する行動履歴を用い、デジタルとリアルを複合したサービスが提供を目指すことを発信。
③日経新聞本紙の企業面ニュースの一言にて、不動産業界を根底から変えうるＤＸの可能性に言及するとともにビジネスモデル変革をスピード感をもって行うことを発信。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０２０年１０月頃　～２０２０年１２月頃

	実施内容
	外部事業者と弊社ＩＴ部門が共同で、各事業会社へ実査やインタビュー等を行い、システムを含むデジタル環境の調査、評価を実施。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０２０年１１月頃　～２０２０年１２月頃

	実施内容
	情報管理規程に基づき、情報管理統括責任者が、情報セキュリティ関連規程に定める事項の有効性・妥当性及び遵守状況の評価を行うため、自己点検の手順を整備し、手順に基づいた自己点検を実施。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



/備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

